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要約 

本稿では、少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化に着目した。そして、「結婚を望

む人が結婚できることで、出生率が上昇し、少子化が解消される社会」を、日本が実現す

べきビジョンであると考え、このビジョンの達成に有効と考えられる結婚支援政策の研究

を進めた。 

結婚支援政策とは、結婚したいができないでいる人を支援するための政策である。これ

は少子化に伴う人口減少を背景に始められ、今では 34 の都道府県がこの政策を行ってい

る。具体的な事業としては、男女の出会いのきっかけを創出するイベントや交際・結婚に

ついて考える機会を提供するセミナーの開催、お見合いの実施、結婚相談所の設置・運

営、結婚を支援するサポーターの募集・認定が挙げられる。 

このように結婚支援政策は、出生率減少の大きな要因である未婚化の解消を目指してさ

まざまな方法で行われてきた政策であるが、筆者の知る限り未だにその効果は分析されて

いない。そこで本稿では、婚姻率が出生率に対して大きな影響を与えることを先行研究で

確認し、結婚支援政策の実施が未婚化の解消に及ぼす影響について分析する。その結果か

ら、ビジョンの達成により有効な政策を提言する。本稿の構成は以下の通りである。 

 第 1 章では、現在、合計特殊出生率が人口置換水準を大きく下回る水準にあり、極めて

大きな課題であることを取り上げる。そして、結婚夫婦間での出生が多いことや先行研究

などから、少子化の解消には未婚化・晩婚化の解消が重要であることを述べる。次に、未

婚化・晩婚化の大きな要因として、「適当な相手にめぐり会わない」ことを紹介する。そ

して、そのような状況に対して現在行われている結婚支援政策を取り上げる。以上の現状

分析から、適当な相手にめぐり会わないことにより、結婚したいができないでいる人が増

加していることを問題意識とし、現在そのような状況に対して行われている結婚支援政策

が、未婚化の解消に効果があるのかということを探る。 

第 2 章においてはまず、現状分析で紹介した少子化と結婚の関係についての研究を取り

上げる。次に、金銭面で結婚を支援する結婚促進政策と婚姻率の関係を明らかにした研究

を紹介する。これまでに、出会いに着目した結婚支援政策が未婚化の解消に与える効果を

分析した研究は、筆者の知る限り存在しない。したがって、この効果について初めて実証

分析を行ったことが本稿の独自性である。また、全都道府県に対する電話やアンケート調

査を通して、結婚支援政策の実態の把握に努めた。この点も、本稿の貢献であると考え

る。 

第 3 章では、出会いに着目した結婚支援政策が未婚化の解消に効果があるのかというこ

とについて、パネルデータを用いて定量分析を行う。また定性分析として、香川県と奈良

県へのヒアリング調査から得た知見を紹介する。定量分析から、さまざまな結婚支援政策

の中でもイベント事業とセミナー事業は未婚化の解消に効果があることが分かった。ま

た、定性分析から、イベント事業の課題として、参加者の消極性や異性との交際に関する

知識や経験の不足により、「1.カップルになれない人がいる」、「2.カップルとなっても

成婚に繋がらない人が多い」、セミナー事業の課題として、「インプットに留まるため実

践的でない」という知見を得た。 

第 4 章においては、第 3 章の分析結果をもとに、以下の政策提言を行う。 
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I. イベントの事前サポートの推進 

II. イベントの事後サポートの推進 

 

キーワード：少子化、未婚化・晩婚化、結婚促進政策2 

 

                                                     
2「はじめに」で記すように、本稿においては、結婚に関する政策を「結婚政策」と定義し、中でも出会いに着目した

政策を「結婚支援政策」、金銭的支援を行うものを「結婚促進政策」と定義している。キーワード提出時点

（2014/9/27）では出会いに着目した結婚政策を結婚促進政策と定義しており、キーワードで述べられている結婚促

進政策は本稿では結婚支援政策を意味している。 
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はじめに 

少子化が問題として注目されるようになって久しいが、未だ抜本的な解決には至ってい

ない。少子化は、現代社会に経済面や社会面で広く影響を与える問題となっており、日本

全体として極めて大きな問題である。 

 本稿では、少子化に結婚の現状が大きく影響していることに着目した。現在日本では、

未婚化・晩婚化の傾向が強まっている。しかし、国立社会保障・人口問題研究所（2011）

「第 14 回出生動向基本調査」によると結婚を希望している人は多い。したがって、結婚

を希望しているのにできないでいる人に結婚支援を行うことは、結婚だけでなく出生にも

影響を与え、少子化の解消に大きく寄与し得ると考えられる。 

 そのうえで本稿では、「結婚を望む人が結婚することで、出生率3が上昇し、少子化が解

消される社会」というビジョンを設定した。日本では結婚夫婦間での出生が多いため、出

産の前提として結婚があると考えられる。先行研究からも、婚姻率が上がれば、出生率は

上昇することが定量的に示されている。したがって、結婚を望む人が結婚できれば、少子

化の解消の一助となると考えられる。 

 「第 14 回出生動向基本調査」によると、平均希望結婚年齢時点での未婚率は 50 %を超

えている。この数字は、結婚を控えている筆者にとっても、危機感を覚える値である。以

上の現状に対し、結婚政策4を行っている都道府県も多く存在し、中でも出会いに着目した

結婚支援政策に本稿では焦点を当てた。結婚支援政策の効果を測ることは、結婚をめぐる

現状の改善だけでなく、その政策を利用する可能性がある筆者にとっても、意義があると

いえる。少子化の要因である未婚化に対して、その解消に結婚支援政策は効果があるのか

について本稿で探っていく。 

                                                     
3本稿での出生率はすべて合計特殊出生率を指すものとする。 

4本稿においては、結婚に関する政策を「結婚政策」と定義し、中でも出会いに着目した政策を「結婚支援政策」、金

銭的支援を行うものを「結婚促進政策」と定義する。 
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第1章 現状分析・問題意識 

第1節 少子化の現状 

第1項 日本の合計特殊出生率 

少子化を表す指標としては、一般的に合計特殊出生率が用いられる。合計特殊出生率と

は、その年の 15 歳から 49 歳までの女性が生涯に産む子どもの人数を表す値である。日本

の合計特殊出生率は、過去最低を記録した 2007 年の 1.26 から徐々に回復し、2013 年で

は 1.43 にまで上昇したが、いまだ人口置換水準5の 2.07 を下回る状況である。（図 1 参

照） 

 

図１：日本の合計特殊出生率の推移 

 
（資料出所：厚生労働省（2013）「人口動態調査」より筆者作成） 

 

 現状のまま出生率が人口置換水準を下回り続ければ、多くの地域で深刻な人口減少が進

み、維持存続が危ぶまれる状況となる。都道府県別合計特殊出生率からも、地域差はある

                                                     
5内閣府委員会調査室によると人口置換水準とは「合計特殊出生率がこの水準以下になると人口が減少することになる

水準」とされている。 
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ものの、全国的に出生率が低いことがわかる。（図 2 参照） 

 

図 2：都道府県別合計特殊出生率 

 
（資料出所：厚生労働省（2013）「人口動態調査」より筆者作成） 

 

この出生率の低下によって生じる問題は非常に多い。首相官邸（2000）「社会保障構造

の在り方について考える有識者会議」でも、少子化の進行が生産年齢人口・労働力人口の

減少や社会保障制度における現役世代の負担増加など、経済面、社会面で広く影響を与え

ることが指摘されている。したがって、少子化は、早急に解決されるべき問題であると考

える。 

第2項 少子化の要因 

次に、少子化が進行する要因について考える。少子化を表す指標である出生率の低下の

要因としては、雇用の不安定さ、結婚をめぐる問題、育児にかかる経済的負担、待機児童

や育児休暇の取得率の低さといった育児制度の不十分さなどが挙げられる。 

本稿では、中でも結婚をめぐる主な問題である未婚化・晩婚化に着目した。未婚化が進

むと子供をもつ主体である夫婦の数が少なくなり、晩婚化が進むと年齢の問題から夫婦間

で子供を産みにくくなる。そのため未婚化・晩婚化の進行は出生率低下を促し少子化の原

因となると考えられる。戸田（2007）と三重県戦略企画部統計課（2013）でも、婚姻に関

する指標が出生率に影響を与えていることが定量的に示されている。 

実際に政府の政策でも、従来の子育てや労働への支援に加え、出産の前段階の結婚に焦

点を当てて政策を打ちだし始めている。このことは、非嫡出子割合が過去 50 年以上 1～

2 %と低い日本では、結婚夫婦間での出生数が多い事実からも、妥当だと考えられる。 
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以上より、本稿では少子化を考えるうえで、結婚の現状に着目することが重要と考え

る。よって、次節以降では結婚をめぐる現状について概観していく。 

第2節 結婚をめぐる現状 
本節では、未婚化・晩婚化を中心とした結婚をめぐる現状を概観する。晩婚化が進んで

いることは、初婚年齢が男女ともに一貫して上昇を続けていることからわかる。（図 3 参

照） 

 

図 3：平均初婚年齢の推移 

 
（資料出所：内閣府「平成 23 年版子ども・若者白書」より筆者作成） 

 

次に、生涯未婚率6と結婚意思の推移を概観する。生涯未婚率の年次推移より、生涯を通

じて結婚を経験しない人の割合が男女とも一貫して増えている。（図 4 参照）しかし、結

婚の意思のある人は多い。「第 14 回出生動向基本調査」より、未婚者の生涯の結婚意思

に関して、「一生結婚するつもりはない」と考えている人の値はいずれも 10 %以下で長年

推移し、「いずれ結婚するつもり」の人の値は 90 %前後を長年推移している結果が得られ、

多くの人が結婚願望を持っているということが言える。（図 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     
6国立社会保障・人口問題研究所によると、「生涯未婚率は，45～49 歳と 50～54 歳未婚率（配偶関係不詳を除く人口

を分母とする）の平均値であり，50 歳時の未婚率を示す」とされている。 
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図 4：生涯未婚率の年次推移 

 
（資料出所：内閣府「平成 25 年版少子化社会対策白書」より筆者作成） 

 

以上より、結婚できていない人が急激に増えているものの結婚したいと思っている人の

割合は変わっていないことがわかる。 

次に、結婚したい人が結婚できないでいる結婚阻害要因を概観する。「第 14 回出生動

向基本調査」より、結婚できない理由として、年齢・性別を問わず「適当な相手にめぐり

会わない」という回答が圧倒的に多いことがわかる。また、「結婚資金が足りない」、

「住居のめどが立たない」という社会的要因の項目なども多くなっている。「異性とうま

く付き合えない」という本人の気質に起因する阻害要因があるとともに、18～24 歳の比較

的若い層では、「親や周囲が同意しない」など、本人に依らない部分で結婚が阻害されて

いる現状もある。（図 5 参照） 

次節では、以上のような、少子化・結婚に対する政府の政策について概観する。 

 

図 5：結婚希望者が独身にとどまっている理由（18 歳～34 歳） 

 
（資料出所：国立社会保障・人口問題研究所「第 14 回出生動向基本調査」より筆者作成） 
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第3節 結婚支援政策の現状 

第1項 政府の少子化対策 

政府によるこれまでの少子化対策としては、子育て支援と労働支援が中心であった。し

かし、首相官邸（2013）「少子化対策会議決定」において、今までの政策は不十分なもの

であったとし、「結婚・妊娠・出産」に係る課題について取り組み始め、結婚という視点

が新たに政策に加わった。この取り組みの一環として、政府は 2013 年度補正予算におい

て、「地域における少子化対策の強化」として 30.1 億円を充て、地方自治体に対して、地

域の実情に応じた独自の先駆的な取り組みを支援する方針を示した。 

また、与党自民党内には、2013 年「婚活・街コン推進議員連盟」が発足し、少子化のコ

ンセプト「ゆりかごから墓場まで」を「出会いから墓場まで」に再定義すべきであると主

張し、2020 年代に出生率 2.0 以上、未婚率を現状の 2 分の 1 以下、婚姻件数を 2 倍以上

にすると目標を掲げた。 

 

第2項 地方自治体の少子化対策 

政府における議論に比べ、地方自治体における結婚支援政策の歴史は長い。1960 年頃か

ら、過疎地域では「嫁不足」に陥ったため、結婚支援政策を始めた。1980 年頃には、海外

から女性を呼び寄せなければならないほど過疎地域の嫁不足は深刻であった。そして、

2000 年頃からは過疎地域にとどまらず、各地でも少子化・未婚化の解消を目的として、結

婚支援政策が行われ始めた。 

 結婚支援政策と同様の取り組みは、民間の結婚支援会社等でも行われている。しかし、

地方自治体の結婚支援政策の事業には、民間のものにはない特徴があると言える。1 つ目

としては、地方自治体の結婚支援政策は、民間の取り組みと比較して入会費が無料である

など安価であることが挙げられる。筆者の調べでは、民間の結婚支援会社 3 社の初期費用

は 10 万円以上である。一方、地方自治体の結婚支援政策では、初期手続きにかかる費用

は非常に安価であり、例えば「なら出会いセンター」では、独身証明書の提出のみで手続

きが完了する。2 つ目としては、民間の会社が存在していない地域でも地方自治体は事業

を行っていることが挙げられる。民間の会社では、主要都市などにしか拠点を置いていな

い場合が多いが、地方自治体では、離島や過疎地域など出会いの機会が必要であるもの

の、コストの面から民間の参入が難しい場所にも、積極的に結婚支援を行っているところ

もある。したがって、地方自治体の結婚支援政策は、料金やアクセスの問題で民間の取り

組みには入会・参加できない人に対しても、結婚支援を行うことができることが特徴であ

る。 

 

第3項 政策の分類 

各都道府県の結婚支援政策について調べていく中で、それらの政策は、お見合い事業、

イベント事業、セミナー事業、サポーター事業、相談所事業の 5 つの事業に分類できると

筆者は考えた。その上で、この 5 つの事業分類を基にして、全都道府県に電話でのヒアリ

ング調査と、質問紙によるアンケート調査を行い、アンケート調査では 45 の都道府県か

ら回答を得た。そして、香川県と奈良県には直接ヒアリング調査を行うことができた。ア
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ンケート調査から得られたデータは、後述の分析において使用した。香川県と奈良県での

ヒアリング調査は、定性分析として後述する。ここでは、5 つの事業の詳細について概観

する。 

1 つ目のお見合い事業とは、登録者のプロフィールから適当な相手を引き合わせ、1 対 1

でのお見合いをセッティングするものである。現在は 10 の都道府県で行われている。運

営は主に各都道府県の委託先によってなされている。プロフィールを閲覧してお見合いを

行うのは運営側に依るところが多いが、登録者が自らプロフィールを閲覧してお見合い相

手を選ぶことができる都道府県もある。また、栃木県などでは、お見合い事業を運営する

事業主と地域に古くからある結婚相談所、その他関連団体とも情報管理を一元化するな

ど、より効果をあげようとする取り組みもある。お見合い事業の利点として、成婚が報告

されると退会となる仕組みであるため、正確に成婚数を把握できるということがある。 

2 つ目のイベント事業とは、出会いの場を提供することを目的に、パーティをはじめと

した様々なイベントを主催・支援するものである。現在は、結婚支援政策を行っているほ

とんどすべての都道府県で実施されている。数人規模のカフェなどでのお茶会や、数十人

単位での体験型のイベント、数百人規模でのいわゆる街コンなど、その規模や種類は多岐

にわたる。一年を通して多数のイベントが開催されており、青森県のように年間約 300 も

のイベントが開催されている都道府県もある。都道府県としては、イベントを自ら主催す

ることもあるが、主に情報提供やイベントの協賛・支援を行っている。情報提供とは、結

婚支援政策に関する Web サイトやメールマガジンを使って、都道府県あるいは登録された

外部団体が主催するイベントの情報を発信することである。イベントごとにカップルがで

きるものの、ほとんどの都道府県でカップルのその後の進展や成婚できたかを把握できる

までには至っていないのが現状である。 

3 つ目のセミナー事業とは、未婚者やその親、学生などを対象とした、結婚に関する各

種セミナーやフォーラム、勉強会等のことである。現在は、16 の都道府県で実施されてい

る。未婚者に対しては、最近の結婚事情や、結婚活動におけるテクニックの指南など行う

ものである。また、学生に対しては、ライフデザイン・ライフプランニングなどのセミ

ナーを行っており、早い時期から結婚に対する意識付けを行っている。 

4 つ目のサポーター事業とは、結婚支援政策を支援する団体や個人を募集・認定するも

のである。現在は 19 の都道府県で行われている。団体サポーターとして認定された各都

道府県の企業や NPO などは、イベント事業などの際に、開催場所を提供したり、各都道

府県と協力して運営を行ったりしている。愛媛県では、約 1000 社の企業が、団体サポー

ターとして事業の運営をサポートし、また企業で働く独身の社員に結婚支援政策の事業を

紹介して参加者を増やすことで、その実施効果を拡大させている。個人サポーターは、各

地域でボランティアとして、未婚者の出会いや結婚の相談・仲介、各種イベントの PR な

どを担っている。都道府県からの認定を受け、いわゆる仲人さんとしての役割を担ってお

り、上述のお見合い事業やイベント事業へのサポートを、参加者側により近い距離から

行っている場合が多い。 

5 つ目の相談所事業とは、都道府県内の各地域に設置された、出会い・結婚等の相談が

できる相談所のことである。現在は、5 の都道府県で設置されている。市町村が主体と

なって地域において設置・運営するケースもあれば、近年の都道府県の取り組みをより地

域密着で行うことを目的に、都道府県が新たに設置したケースも存在する。いずれにおい

ても、地域におけるお見合い事業やイベント事業、サポーター事業などを運営・補助する

とともに、地域の未婚者の出会いや結婚の相談ができる場所としての役割を担っている。 

 下の図は、各事業の実施状況をまとめたものである。（図 6 参照） 
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図 6：事業別実施状況 

 
（都道府県へのアンケート調査より筆者作成） 

 

第4項 政策運営の仕組み 

 次に、5 つの事業の運営の仕組みについて概観する。結婚支援政策の実施は、主に青年

課、家庭課、少子化対策課などが担当しており、外部に委託している場合もある。外部に

委託している場合は、都道府県の結婚支援政策の予算の一部が各事業の運営を中核的に担

う組織に移譲されている。いずれの場合も、Web ページ上で未婚者に対してはお見合い事

業やイベント事業に関する情報を発信したり、地域住民にサポーター登録を呼びかけた

り、イベントを行う外部団体にイベントへの支援・協賛を求めたりしている。メールマガ

ジンによってイベントの情報を定期的に提供している場合も多い。 

 結婚支援政策の財源としては、都道府県自体の予算に、2013 年から国から交付される地

域少子化対策強化事業交付金が加わった。これは、先述の「地域における少子化対策の強

化」事業の一環で交付されているもので、結婚支援政策の中では、セミナーの開催・サ

ポーターの認定・結婚相談所の設置などに活用することができる。 

下の図は、以上の 5 つの事業のそれぞれの関係性を表したものである。現状分析から、

結婚支援政策の 5 つの事業のうち結婚に直接的に結びつき得るのは、イベント事業・お見

合い事業・セミナー事業であり、サポート事業や相談所事業はイベントやお見合いやセミ

ナーの企画・運営を行っており、結婚へ与える影響は間接的であるといえる。（図 7 参

照） 
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図 7：結婚支援政策の 5 つの事業の関係性 

 
（筆者作成） 

 

第4節 本稿の研究対象と問題意識 
以上の現状分析を踏まえ、筆者は、適当な相手にめぐり会わないことで、結婚したいの

にできないでいる人が増加していることに問題意識を持ち、その解決のために現在行われ

ている、出会いに着目した結婚支援政策に焦点を当てる。 

結婚支援政策は、都道府県や市町村で行われているが、中でも都道府県の行う結婚支援

政策について研究する。本来都道府県は、市町村に比べて規模が大きいため、住民に合わ

せた政策の実施が難しい。しかし、近年都道府県で結婚支援政策の実施が広がっており、

個人の問題である出会いの問題に対して都道府県レベルでの結婚支援政策が効果的なのか

を、本稿を通して明らかにしたいと考えた。 

また、結婚をめぐる主な問題としては未婚化・晩婚化が挙げられているが、本稿では、

結婚支援政策が未婚化の解消に有効であるかに着目する。ヒアリング調査によると、現在

都道府県では政策を行う目的を、晩婚化ではなく主に未婚化の解消に絞っていることがわ

かった。晩婚化の解消を目指すには、年齢別に分けて結婚支援政策を行う必要性がある

が、行政の性質上、年齢制限を設けた政策を行うことが難しいということがその理由であ

る。また、未婚化対策と晩婚化対策の違いは政策の対象年齢を限定するか否かというのが

主な違いであり、晩婚化対策のために対象年齢を限定した場合でも、政策における各事業

形態や運営方法については未婚化対策との本質的な違いはないと考える。したがって、現

在未婚化対策として行われる政策が未婚化の解消に効果があれば、晩婚化の解消にも寄与

すると考えられ、本稿では、結婚支援政策の成果を、未婚化の解消に寄与しているか否か

で測ることを分析の目的とする。 
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したがって本稿では、結婚したいができないでいる人に対して出会いのきっかけを与え

ることを目的とした都道府県の結婚支援政策が、未婚化の解消に効果があるのかというこ

とを分析する。そしてその分析結果をもとに、より有効な結婚支援政策を提言する。 
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第2章 先行研究及び本稿の位置づけ 

第1節 先行研究 
少子化の現状に関して、本稿では戸田（2007）を用いた。出生率の低下や少子化の問題

点として、社会保障制度の維持が困難になることを挙げ、さらに少子化の問題が、家族関

係の深刻な問題をはらんでいることを指摘している。戸田は、日本の長期の不況と出生率

の関係を見る一方で、家族政策にも目をむけ、家庭の現状と出生率の関係についても言及

している。定量分析では結婚の現状に関する変数が用いられ、複数のモデルで女性の初婚

年齢は合計特殊出生率に対し、負に有意となる結果が得られている。 

 合計特殊出生率と婚姻率の関係に関して、三重県戦略企画部統計課（2013）「各種統計

指標による少子化の要因分析」を用いた。ここでは、47 都道府県の合計特殊出生率と未婚

率の重回帰分析を行っており、未婚率は合計特殊出生率に対し、負に有意な結果が得られ

ている。このことからも、合計特殊出生率に対して、結婚が非常に大きな意味を持つこと

がわかる。 

 結婚の意思決定に関する先行研究は、定性的な論文もしくは、個人標本データに従った

分析を用いるものが多く、個人の特性がどのように結婚に影響を及ぼすかについて研究し

た論文が多い。そのような中、マクロデータを用いた分析を行ったのが、北村・宮崎

（2009）の論文である。この研究では、市町村データを用いて過疎市町村における結婚促

進策が結婚に及ぼす効果を分析している。この研究における結婚促進策とは、過疎市町村

における結婚したカップルに対し結婚祝い金を支給するものである。分析より、結婚促進

策が年齢別の男性の結婚経験率に対し、20～24 歳と 30～34 歳において正に有意、35～39

歳では有意でなく、年齢別の女性の結婚経験率に対して、すべての年代で有意でない結果

が得られている。この論文はマクロデータを使用しており、男女の出会いのきっかけなど

を与える結婚支援政策の効果を分析したい本稿において、変数の選択の参考としている。 

第2節 本稿の位置づけ 
 本稿では、以上の先行研究を参考に、男女の出会いのきっかけの提供などを目的とした

各都道府県の結婚支援政策が、未婚化の解消に効果があるかを検証する。また、様々ある

結婚支援政策の手法においてどの手法が効果的なのかを分析により明らかにする。そし

て、未婚化の解消に対して有効な結婚支援政策の提言を行うことをねらいとしている。未

婚化に関する研究は多くあるが、都道府県が行う結婚支援政策が未婚化の解消に効果があ

るのかを測った論文は、筆者の調べる限り存在しない。したがって、本稿は新規性があ

り、分析より導かれた未婚化の解消に有効な結婚支援政策は、各都道府県にとって価値の

あるものになると考える。 
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第3章 分析 

第1節 結婚支援政策についての定量分析 

第1項 分析の概要 

 本節では、都道府県の行う結婚支援政策が未婚化の解消に効果があるのかについて、パ

ネルデータ分析7を行う。被説明変数に婚姻率8を置き、7 つのコントロール変数とエリア

ダミー、結婚支援政策変数・結婚支援政策ダミーを説明変数に用いている。本分析で用い

るデータは、2003 年から 2013 年の 11 年間の都道府県データ9である。ブライダル総研

（2011）によると、パーティやイベントで知り合ってから結婚に至るまでの期間の中央値

は、1 年～1 年半未満である。したがって、結婚支援政策変数・結婚支援政策ダミーに関

する変数については 1 年のラグを取っているため、2002 年から 2012 年のデータを用いて

分析を行っている。以下がモデル式と変数名である。 

 

 モデル式 

Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it-1+β9D1it-1 

+β10D2it-1+β11D3it+β12D4it+β13D5it+β14D6it+β15D7it+β16D8it+uit 

（t=2003~2013,i=1~45） 

 

 変数名 

Y＝都道府県別婚姻率（全国値からの乖離） 

X1=男性所得 

X2=女性所得 

X3=男性就業割合 

X4=女性就業割合 

X5=男女比 

X6=人口密度 

X7=地価 

X8=セミナー実施回数 

D1=イベント事業ダミー 

D2=お見合い事業ダミー 

                                                     
7Breusch and Pagan 検定において変量効果モデルが採択され、Hausman 検定において変量効果モデルが採択された

ため、変量効果モデルを採択した。 
8 ここでの婚姻率は、日本全体での傾向を考慮するために、各都道府県の婚姻率から全国平均の婚姻率を減じた変数を

使用している。 
9 2 県からアンケートへの回答を得られなかったため、45 都道府県データである。 
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D3~8=エリアダミー 

u=誤差項 

 

第2項 変数の選択および仮説 

 被説明変数 

都道府県別婚姻率（全国値からの乖離） 

 各都道府県の婚姻率から日本の全国平均婚姻率を引いたものを変数として使用してい

る。 

 

 説明変数 

男性所得・女性所得 

 この変数は男女の所得水準を表す変数である。「第 14 回出生動向調査」によると、一

定割合の男女が結婚相手に求めるものとして、経済力を挙げている。男女とも所得が高け

れば、将来における生活の安定性が、所得が低い場合よりも増すことが考えられ、婚姻率

に正の影響を与えると考えられる。 

 

男性就業割合・女性就業割合 

 この変数は男女の就業割合10を表す変数である。都道府県別労働者数と農業従事者数の

和を 15 歳以上人口で割って算出している。男女とも就業しているほうが、男女の出会い

の機会が増えるため、婚姻率に正の影響を与えると考えられる。 

 

男女比 

 この変数は都道府県内での男女の偏りを表す変数である。都道府県内人口における男性

人口を、女性人口で除して算出した。都道府県内における男女比の偏りの影響を排除する

ために、この変数を用いる。この値が 1 から離れるほど、男女の偏りがあることを示して

いる。日本においては、婚姻は 1 対 1 の男女の組によって行われるため、この値が 1 に近

づけば、婚姻率に正の影響を与えると考えられる。 

 

人口密度 

 この変数は都道府県内人口を都道府県面積で除した変数である。人口密度が高ければ、

より異性に出会う確率が上がると考えられる。したがって、この変数は婚姻率に正の影響

を与えると考えられる。 

 

地価 

 この変数は各都道府県の平均地価を表す変数である。住環境の影響を考慮するために、

この変数を使用している。「第 14 回出生動向調査」によると、「住宅のめどがたたな

い」ことが阻害要因として挙げられている。地価が高ければ高いほど、その場所における

住宅費用が高くなり、住宅購入が困難になる。したがって、地価は婚姻率に負の影響を与

えると考えられる。 

 

エリアダミー  

                                                     
10就業にかかわる変数に関して北村・宮崎（2009）では、国勢調査のデータを用いて算出しているが、本稿では男女別

かつ各年の就業割合を得るために、都道府県別労働者数と農業従事者数の和を 15 歳以上人口で割って算出してい

る。 
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 この変数は日本全国を 7 つのエリアにわけたダミー変数である。北海道、東北、関東、

中部、近畿、中国・四国、九州・沖縄の 7 つの地域である。「第 14 回出生動向調査」の

指標によると、以上の 7 区分にわけた地域にしたがって、統計を発表している。「第 14

回出生動向調査」は結婚に関する指標を扱っているため、この 7 区分を採用した。この調

査によると、結婚できない理由のなかで、「親や周囲が同意しない」という項目が挙げら

れている。したがって、それぞれの地域において、結婚観の違いが婚姻率に影響を与えて

いることが考えられる。その影響を排除するために、エリアダミーを用いた。 

 

結婚支援政策変数・結婚支援政策ダミー1112  

 ・セミナー実施回数 

この変数は各都道府県におけるセミナーの実施回数を表す変数である。セミナーを実施す

ることで、未婚者の結婚に対する気運を高めることができると考えるため、婚姻率に正の

影響を与えると考えられる。 

 ・イベント事業ダミー 

この変数は各都道府県におけるイベント事業を行っているかを表す変数である。実施して

いれば 1、していなければ 0 とした。イベントを行うことで、異性に出会う機会が増える

ことが考えられるため、婚姻率に正の影響を与えると考えられる。 

 ・お見合い事業ダミー 

この変数は各都道府県におけるお見合い事業を行っているかを表す変数である。実施して

いれば 1、していなければ 0 とした。お見合い事業を行うことで、異性に出会う機会が増

えることが考えられるため、婚姻率に正の影響を与えると考えられる。 

 変数の出所と基本統計量は以下の通りである。（表 1、表 2 参照） 

 

 

表 1：変数の出所 

 
（筆者作成） 

 

 

 

 

                                                     
11本稿では結婚支援政策を、お見合い事業、イベント事業、セミナー事業、サポーター事業、相談所事業の 5 つの事業

に分類している。ただし現状分析からわかるように、サポーター・相談所は県・外部団体と共に、お見合い、イベ

ント、セミナーを企画・運営するものとして位置付けることができるので、サポーター事業・相談所事業の婚姻率

に対する影響は間接的なものになると考えられる。したがって、この分析では説明変数としては用いていない。 
12本稿で行ったアンケートにおいて、各都道府県における相談所設置数、セミナー実施回数とともに、イベント実施回

数、お見合い事業実施回数も調査している。しかし、都道府県によってはイベント実施回数、お見合い実施回数を

把握していない都道府県も多く、事業の開始年しかわからない都道府県があった。したがって、データの制約の関

係から、イベント事業、お見合い事業に関してはダミー変数をとった。 
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表 2：基本統計量 

 
（筆者作成） 

 

第3項 推定結果と解釈 

 推定結果は以下の表のとおりである。（表 3 参照） 

 

表 3：推定結果 

 
（筆者作成） 

 

 以上の結果から、イベント事業についての変数とセミナー事業についての変数は婚姻率

に対して、仮説と同じく正に有意であるという結果が得られた。一方、お見合い事業に関

する変数は有意でないという結果が得られた。これはお見合い事業の性質に起因するもの

変数名 係数 P値
男性所得 -0.011197 0.375
女性所得 0.021406 0.202
男性就業割合 1.992222 0.000 + ***
女性就業割合 -4.114453 0.000 - ***
男女比 10.08645 0.000 + ***
人口密度 0.0000415 0.453
地価 3.80E-06 0.003 + ***
セミナー実施回数 0.0077532 0.062 + *
イベント事業ダミー 0.0627951 0.074 + *
お見合い事業ダミー -0.66814 0.249
東北ダミー -0.646006 0.001 - ***
関東ダミー -0.909122 0.000 - ***
中部ダミー -0.662041 0.001 - ***
近畿ダミー -0.529688 0.006 - **
中国・四国ダミー -0.420105 0.022 - **
九州・沖縄ダミー 0.1007362 0.586
定数項 0.0627951 0.074

*:10 %有意

Breusch and Pagan検定 **:5 %有意

Hausman検定 ***:1 %有意

結果まとめ

R＾2=0.8015

χ ^2=137.14
(0.0000)

χ ^2=7.89
(0.5456)
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だと思われる。「第 14 回出生動向基本調査」によると、男女とも 95 %以上の人が「人

柄」という項目を結婚相手の条件として考慮・重視する条件に挙げている項目である。お

見合いは第三者によるマッチングであり、当事者自身が相手の「人柄」を考慮して、好き

な相手を選べるシステムではない。したがって、お見合い事業では最も重視される「人

柄」が当事者間でみえにくいと予想される。そのため、お見合い事業に関する変数は有意

でないという結果が出たのではないかと考えられる。  

 また、男女とも所得は婚姻率に対して、有意となる結果は得られていない。一方、婚姻

率に対して、男性の就業率が正に有意、女性の就業率が負に有意となっている。山田

（2009）では、女性が男性の収入に頼って生活をするという家庭内の性別役割分業などの

状況が変わっていないことを指摘している。したがって、男性は女性に外で仕事に出ず、

家で家事をしてもらうことを期待すると考えられ、女性に関しては、所得が有意でなく、

就業率が負に有意となる結果が得られたと考えられる。男性に関しては、現在の所得が低

かったとしても、就業していれば、将来上昇することが考えられるため、女性は男性の現

在の所得水準に関係なく、結婚すると考えられる。したがって、男性において、所得が有

意でなく、就業率が正に有意となる結果が得られたと考えられる。 

 地価が私たちの仮説に反し、婚姻率に対し正に有意となる結果が得られた。これは、住

宅に関する指標が、婚姻率に影響を与えていないことを示しているのではなく、地価が高

い場所は結婚できるような環境があると考えられるため、婚姻率に対して正に影響してい

るのだと考えられる。 

第2節 ヒアリング調査による定性分析 
 定量分析と並行して、香川県で開催された「親世代向け結婚応援シンポジウム」に参加

し、香川県健康福祉部子育て支援課と奈良県からの委託によって結婚支援政策を行ってい

る「なら出会いセンター」に直接調査を行った。 

 その中で、イベント事業の課題として、参加者の消極性により、カップルになれない人

が多い、カップルとなっても成婚に繋がらない人が多いこと、セミナー事業の課題とし

て、インプットに留まるため実践的でないということがわかった。カップルになれない人

がいることの大きな原因としては、参加者のコミュニケーション力の低さや異性との接し

方についての知識不足により、参加者が意中の人に話しかけられないということが挙げら

れていた。また、カップルとなっても成婚に繋がらない人が多いという悩みに関しては、

気弱さや知識不足のためデートに誘えないこと、デートに適した場所が分からないこと、

カップル同士での会話の仕方が分からないことにより、カップルとなっても継続的な関係

を築けないということが原因として挙げられていた。 

 また、各都道府県の中には、イベントを地域の企業と協力して行ったり、イベントの内

容を地域性のあるものにしたりすることで、地域の活性化にもつながっている場合が多い

ことがわかった。 
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第4章 政策提言 

第1節 政策提言の方向性 
前章の定量分析の結果、セミナー事業とイベント事業の実施は未婚化の解消に効果があ

ることがわかった。そして定性分析の結果、イベント事業の課題として、参加者の消極性

により、「1.カップルになれない人が多い」、「2．カップルとなっても成婚に繋がらない

人が多い」という 2 点と、セミナー事業の課題として、「インプットのみに留まるため実

践的でない」ということがわかった。 

したがって、定量分析より未婚化の解消に効果があると明らかになったイベント事業や

セミナー事業に焦点を当て、「結婚を望む人が結婚できることで、出生率が上昇し、少子

化が解消される社会」というビジョンの実現のために、定性分析で得た知見を合わせて以

下の政策提言を行う。 

I. イベントの事前サポートの推進 

II. イベントの事後サポートの推進 

第2節 政策提言 

第1項 イベント事業の現状 

イベント事業は、結婚支援政策を行っているほとんどの都道府県で実施されている。イ

ベント事業の利点としては、多くの人を会場に集めて開催するため一回の開催で複数組の

カップルの成立に繋がること、事前に会う相手が決められたお見合い事業とは違って当日

に多くの人と実際に接しながら相手を選べること、各都道府県のもつインフラや施設等を

使うなど地域活性化に繋がることが挙げられる。 

しかしながら、イベント事業の課題として、「1.カップルになれない人が多い」、「2.

カップルとなっても成婚に繋がらない人が多い」という 2 点が挙げられ、イベント開催に

よる交際や成婚への効果が十分に発揮されていないということが、香川県へのヒアリング

調査より明らかになった。「1.カップルになれない人が多い」という課題に関しては、

「1-1.意中の人に話しかけられない」ということが原因としてあり、1-1 に関して、「1-1-

A.参加者のコミュニケーション力が低い」ことや、「1-1-B.異性との接し方が分からな

い」という 2 点が要因として挙げられていた。また、「2.カップルとなっても成婚に繋が

らない人が多い」という課題に関しては、「2-1.カップルとなっても継続的な関係を築け

ない」ということが原因としてあり、2-1 に関して、「2-1-A.気弱さや知識不足のためデー

トに誘えない」こと、「2-1-B.デートに適した場所が分からない」こと、「2-1-C.カップ

ル同士の会話の仕方が分からない」という 3 点が要因として挙げられていた。（図 8 参

照） 
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第2項 セミナー事業の現状 

セミナー事業は、コミュニケーションやファッションなどの外見、ライフプランなどに

ついて専門家が講義する催しなどであり、実施状況は結婚支援政策を行っている都道府県

の中でも約半分にとどまっている。この事業には、大規模な人数を対象に開催できる、参

加者が気軽に知識を得られる、国からの地域少子化対策強化交付金を活用できるという 3

点から、各都道府県としては実施しやすいなどといった利点がある。しかし一方で、セミ

ナーはインプットのみに留まり実践的でないという問題が指摘されている。（図 8 参照） 

 

図 8：イベント事業・セミナー事業の課題まとめ 

 
（筆者作成） 

 

第3項 政策提言Ⅰ：イベントの事前サポートの推進 

上記の課題のうち、イベントにて「1.カップルになれない人が多い」、セミナーが「イ

ンプットのみに留まり実践的でない」という課題を解決するため、「イベントの開催前に

セミナーを実施し、イベント前のサポートを行う」ことを提言する。セミナーでコミュニ

ケーションに関する知識を提供し、その実践の場としてイベントを開催することで、意中

の相手に話しかけることへの参加者のハードルが下がり、カップルになる人が増えると考

えられる。 

 

i）セミナーの内容に関する提案 
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多種多様な内容で開催されているイベントの成果を拡大させるため、「1-1.意中の相手

に話しかけられない」という問題や、その要因である「1-1-A.参加者のコミュニケーショ

ン力の低さ」、「1-1-B.異性との接し方がわからない」といった問題を解消することに焦

点を当てたセミナーを、イベントの直前に行うことを提案したい。具体的には、直後のイ

ベントで活用できそうな、異性の心理の理解、話し方・話の聴き方などといったコミュニ

ケーションに関する内容を提案する。 

開催形態に関しても、以下の 2 通りのものを考案する。1 つ目は男女別のもの、2 つ目

は男女混合のグループワーク形式のものである。前者は、異性の目を気にすることなく、

知識を得てイベントで活用することができるというメリットがあり、後者には、イベント

前のアイスブレイクになるという利点がある。 

 提言内容に似た取り組みとして、JA 松本が未婚者を対象にイベントを開催する前にセ

ミナーを行った例がある。イベントを行う前に、セミナーでコミュニケーションやファッ

ションについて講義することで、参加者の自発的な意識改革を促し、イベント内でのカッ

プル成立の増加に繋がった結果が得られている。 

 また、アンケートから結婚支援政策を行っている都道府県のうち、セミナー事業を実施

している都道府県は約半分にとどまることがわかっている。セミナー事業は地域少子化対

策交付金の対象事業となっているため、都道府県は交付金を申請することでセミナー事業

開催のための財源の確保ができる。よって、セミナー実施のハードルは低いと考える。 

 

ii）各都道府県の取り組みの情報共有の仕組み作りに関する提案 

 現状分析でみたように、イベント事業を実施している都道府県に比べ、セミナー事業を

行っている都道府県は少ないため、セミナー開催のノウハウがない都道府県は多いと考え

られる。しかし、現在他の都道府県のセミナー事業の実施内容や実施状況を一括して知る

手立ては存在しない。また、イベント事業や他の事業でも同様に、どのような手段で効果

があがったかなどの情報を一括して得ることはできない。そこで、都道府県がすでに実施

した事業の内容や結果など共有できるように、「結婚支援政策の取り組み状況やその内容、

結果を共有するための仕組みをつくること」を内閣府に提言する。 

 具体的には、結婚支援政策の各事業の利用者数や、セミナーやイベントなどの内容、イ

ベントやお見合いの実施によるカップル成立数や成婚数などを、内閣府が全都道府県統一

の様式の表などにまとめてホームページで公開し、それを各都道府県も自身のホームペー

ジに掲載することを考案する。 

 情報共有のシステムがないため、京都府健康福祉部少子化対策課や「なら出会いセン

ター」でも手間をかけて調べていた。現段階では情報公開が不十分であるため、他の都道

府県の取り組みを参考にした、より良い政策の実現が阻害されていると考える。本稿にお

いても、各都道府県の細かな取り組みの内容まで調べたうえで、具体的にどのような内容

の事業が未婚化の解消に寄与しているのかを分析する考えであったが、必要な情報の収集

ができず断念することとなった。したがって、より有効な結婚支援政策の実現のためには、

各都道府県の情報を共有するシステムを整備することは不可欠であると考える。 

 

iii）地域少子化対策強化交付金のイベント事業への活用推進に関する提案 

イベント事業に関して、現在は地域少子化対策強化交付金の対象事業となっていないが、

定量分析よりイベントの実施は未婚化の解消に効果があることが分かったことから、地域

少子化対策強化交付金を活用できるようにすることを内閣府に対して提言する。これによ

り、都道府県においてイベント事業への障壁が低くなり、実施しやすくなることが考えら

れる。 
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第4項 政策提言Ⅱ：イベントの事後サポートの推進  

 第 1 項で取り上げたイベント事業の課題のうち、「2. カップルとなっても成婚に繋がら

ない人が多い」という課題に対しては、「イベント後の参加者へのサポートの推進」を、

各都道府県に提言する。 

サポートは交際のアドバイスや後押しをするものである。現在、お見合い事業において

サポーターなどと呼ばれるボランティアがそうした役割を担っている都道府県がある。

「2. カップルとなっても成婚に繋がらない人が多い」の原因として、「2-1．カップルと

なっても継続的な関係を築けない」ことがわかっている。2-1 の要因としては、「2-1-A.気

弱さや知識不足のためデートに誘えない」こと、「2-1-B.デートに適した場所が分からな

い」こと「2-1-C.カップル同士での会話の仕方が分からない」ことなどがわかっている。

そこで本稿では、以下のようなサポートの方法を提案したい。 

 

i）サポーターをカップル・参加者に割り当てる 

 これまでは、お見合い事業などにおいてのみ、事業の利用者へのアドバイスや後押しを

行っていた「サポーターを、イベント事業で成立したカップルすべてに付ける」ことを提

言する。これにより、イベント参加者は、サポーターからデートへの誘い方や都道府県内

のデートスポットついてアドバイスをもらったり、サポーターの仲介のもと次回会う機会

を設定したり、カップル間のコミュニケーションの手助けを受けることができる。 

 ただしプライバシーなどの問題に留意する必要があるため、カップルがサポーターの割

り当てを拒否した場合には強要せず、個人情報の管理を徹底するという前提がない限りは

サポートの実施はしないこととする。 

 また、イベントでカップルの成立に至らなかった人の中でも、希望する者にはサポー

ターを割り当てることを提案する。この場合は、「イベント中にカップルとなったり連絡

先を交換したりはできなかったが、気になる人がいる」などといった悩みに対して、サ

ポーターが仲介することで、双方の気持ちを尊重しながら、連絡先の交換や再会に導くな

どのサポートを行う。 

 現在、9 都道府県が個人のサポーター活用している。例えば、兵庫県ではボランティア

として 500 人以上のサポーターが活動しており、他の都道府県でも多くのサポーターがボ

ランティアで活動している。また、茨城県では成果をあげたサポーターを表彰するなど、

活動促進のためにインセンティブの付与も行っている。したがって、この政策を実現する

にあたり、ボランティアを活用することでコストを抑えながら、活動のインセンティブを

うまくつけることで、費用対効果の大きい政策となる。 

 

ii）セミナーやホームページ、メールマガジンを使ったサポート 

 「イベント直後のセミナーや、ホームページ・メールマガジンなどを活用した、積極的

な情報発信によるサポート」を提言する。カップルとして成立した参加者に対しては、主

に次のデートの誘い方や交際する上でのテクニック、都道府県内のデートスポットなどを

紹介し、「2-1.継続的な関係を築けない」という悩みを解消することに繋げる。一方で、

カップル成立に至らなかった参加者に対しては、次のイベントの情報を紹介するなどと

いったことも考案する。 

 ホームページでのデートスポットの紹介に関しては、すでに佐賀県くらし環境本部こど

も未来課が運営する「418 プロジェクト」などにおいてすでになされている。交際する上

でのテクニックなどについても、福井県健康福祉部子ども家庭課が運営する「福井県婚活

応援ポータルサイト ふくい婚活カフェ」などで、アドバイスという形で掲載されている

例がある。また、メールマガジンの配信やセミナーの開催に関しては、これまでも多くの

自治体で実施されてきた。したがって、セミナーやホームページ、メールマガジンを使っ

たサポートは実現可能であると言え、これによりイベント事業の実施による成果の拡大が
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見込めると考える。 

 

iii）カップルのために次回会う機会を作るというサポート 

 「2-1-A.気弱さや知識不足のためデートに誘えない」こと「2-1-B.デートに適した場所

が分からない」などから、イベント時にカップルとして成立しても、次に会うことがない

まま別れてしまい、成婚につながらないこと現状がある。したがって、イベント開催側が、

「成立したカップルを再会へ導く機会を提供すること」を提言する。具体的な方法として

は、イベント開催時にデート場所の優待券を配ること、イベントで成立したカップルを集

めたイベントを開催することが考えられる。優待する場所やイベントを行う場所としては、

各都道府県立の施設・インフラなどや、地域工芸の体験工房、結婚支援政策に協賛してい

る企業のもつ施設などが挙げられる。優待券の配布とカップルを対象としたイベントの開

催のいずれの場合も、来訪による経済効果が見込める。したがって、これらの提言は地域

活性化に繋がることが期待でき、現状で述べた「インフラなど各都道府県のもつ施設等を

使うなど地域活性化に繋がる」というイベント事業の利点をさらに強めることも見込める。 

 以下の図は政策提言の概要をまとめたものである。（図 9 参照） 

 

図 9：政策提言まとめ 

 
（筆者作成） 
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おわりに 

本稿では、「結婚を望む人が結婚できることで、出生率が上昇し、少子化が解消される

社会」というビジョンを掲げた。それに基づき、都道府県によって行われている結婚支援

政策に着目し、それをより効果的に行うために、Ⅰ.イベントの事前サポートの推進、Ⅱ.

イベントの事後サポートの推進という 2 つの政策を提言した。それらを考える上では、数

式による分析結果ばかりに頼ることなく、実際に政策を運営している現場に目を向けるこ

とを心掛けた。実際にヒアリング調査で得られた知見は、現場だからこそ得られるものが

多く、分析がより深いものとなり、政策提言の幅も広がった。 

 このヒアリング調査から、主な問題点は参加者自身にあることがわかった。結婚の性質

上、政府・自治体がいかなる手段を講じようと個人の問題に帰着する。したがって、提言

した政策を効率的に行っていくためには、セミナーなどでどれほど個人の意識改革を行う

ことができるかによる部分が大きいだろう。本稿では深く考察することができなかったが、

より効果的なセミナーを行うために、心理学や行動学といった分野の知見も用いながら、

何を講義するかを決める必要があるだろう。イベント事業でも同様に、これらの知見を用

いることでどうすれば参加者がより積極的になれるかなど、イベント事業自体の改善も図

ることは可能であるだろう。 

 今回、本稿ではそこまで踏み込んだ考察・分析は行うことはできなかったが、よりよい

イベント・セミナーを行うために、以上の課題を今後の研究に活かしたいと思う。 

 最後に、結婚支援政策の実施状況のアンケートへご回答いただいた全都道府県の担当者

の方々、そしてヒアリング調査にご協力くださった香川県・奈良県の担当者の方にここに

感謝の意を表して、結びの言葉としたい。 
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【参考資料：アンケート調査の質問紙】 
 以下の 1～7 の項目についての質問紙を Excel ファイルで作成し、全都道府県の担当者

の方にメールで送付した結果、45 の都道府県から回答を得た。その質問紙を文書化したも

のを以下に参考資料として掲載する。 

 

1. 組織・仕組み 

婚活イベントの紹介やマッチングサービス、その他協力団体との連携等を担う組織・団

体・課 

・ 結婚支援事業を推進するための中核となる組織の有無と種類－有（外部）、有（内

部）、 無 

・ 名称 

・ Web ページの URL 

・ 開設年（年） 

・ 予算（千円） 

・ 結婚支援政策全体の仕組み、概要や特色など（自由記述） 

 

2. イベント事業 

都道府県や市町村、登録団体が主催する婚活イベント（お見合いを除く、男女の出会いの

場を提供することを目的とした合コン、ツアー、パーティ等）の開催、協賛、情報提供 

・ イベント主催登録団体（数）  

・ メールマガジン登録者（人） 

・ イベント実施（回）※参加人数の規模別に（~10 人, 11~20 人, 21~30 人, 31~50 人, 

51~100 人, 101~200 人, 200 人~） 

・ カップル成立（組） 

・ 結婚成立（組） 
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・ イベント事業の概要や特色、成果など（自由記述） 

 

3. お見合い事業 

会員制による 1 対 1 でのお見合い 

・ 登録者（人） 

・ お見合い実施（回） 

・ カップル成立（組） 

・ 結婚成立（組） 

・ お見合い事業の概要や特色、成果など（自由記述） 

 

4. サポーター事業 

認定を受け結婚支援政策にボランティアとして活動する団体・個人に対する支援 

・ 団体（数） 

・ 個人（人） 

・ サポーター事業の概要や特色、成果など（自由記述） 

 

5. 相談所事業 

各地域などに都道府県の事業として設置された、出会い・結婚等の相談ができる場 

・ 設置開始年（年） 

・ 他機関との情報共有システムの有無（有,無） 

・ 設置数（箇所） 

・ 相談者数（人） 

・ お見合い実施（回） 

・ イベント実施（回） 

・ 相談所事業の概要や特色、成果など（自由記述） 

 

6. セミナー事業 

未婚者、未婚者の親、学生、職員等を対象に行われた、各種セミナー、フォーラム、勉強

会（回）。 

・ 未婚者対象（回） ※種類別に（フォーラム, 婚活テクニック, ライフプランニング, 

その他） 

・ 未婚者の親対象（回） 

・ 学生対象（回） 

・ 職員対象（回） 

・ その他対象（回） 

・ セミナー事業の概要や特色、成果など（自由記述） 

 

その他、都道府県として取り組んでいる結婚支援政策（自由記述） 


